部局長とＰＴの議論資料　
【事務事業、出資法人、公の施設】
	項目名
	市町村振興補助金・市町村施設整備資金貸付金

	部局の考え方


	【市町村の現状】　（資料―１）
○　全国水準を上回る行革に取組み普通会計の健全化は進んだが、特別会計の赤字が引き金となり、「財政健全化団体」や場合によっては、「財政再生団体」の可能性も危惧。

【役　　割】　（資料―２、３）
(1) 市町村振興補助金
○　各市町村の財政力に着目しながら、自律性を向上させる取組みを支援し、財政調整的機能を担うもの。
(2) 市町村施設整備資金貸付金

○　厳しい財政状況であっても必要な住民生活に密着した施設整備の支援を通じて市町村の財源対策に寄与（府貸は低利かつ安定した資金）。

【削減の影響】　（資料―４）
· 「改革」に取組む市町村への負の影響大
⇒「財政健全化団体」「財政再生団体」を加速させる可能性
　　 　財政再建を目指し改革に取組む市町村に逆影響


【方向性】

◎　地方分権の推進や財政再建に向けた取組みがより強く求められる中、振興補助金、府貸の機能を更に発揮させるため、対象市町村や支援内容等について重点化を図っていく。
振興補助金）
・行革効果にスケールメリットが働きにくい小規模町村

・府内市町村の先例となる取組み　　　　　　　　　　　　　などに重点化

・安心安全を確保するための緊急課題
貸付金）

・今後とも時代に合った柔軟な制度運用を行い、特に財政状況の厳しい団体の支援に重点化。
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補助金、貸付金という手法により市町村の自律した取組みという支援を通じて市町村のセーフティネット機能、住民に密着したサービスの持続的な提供を確保。





振興補助金、府貸を一方的に見直せば、広域自治体である『府』と基礎自治体である『市町村』との信頼関係が損なわれることが必至。








【赤字団体数の推移（普通会計）】　


　⑬10団体　⑭9団体　⑮9団体　⑯4団体　⑰4団体　⑱4団体


＜全国状況　⑬23団体　⑭23団体　⑮25団体　⑯20団体　⑰24団体　⑱24団体＞





【行革の取組状況】


　定員減（⑧～⑱　▲8,901人、▲20.1％　全国平均　▲11.9％）


　給与構造改革（ラス指数　⑧～⑱　106.4⇒98.2　全国平均　101.7⇒98.0）


　建設費抑制（⑬～⑱　▲769億円　▲36.3％　国公共事業関係費　▲24.2％）





【連結ベースの赤字団体数】　・・・　21団体（18年度　決算単純計）








